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１　事務事業の見直し関係　　（１）事務事業の整理合理化

４年度 ５年度 ６年度

1 新規 職員提案制度の推進

　様々な業務の改革・改善が日常的になされるような職場風
土にするため、職員提案制度を導入し、町政全般に対する
職員からの提案（職員提案）と各課単位での事務改善（事務
改善）の２本立てで実施する。顕著な実績をあげたものにつ
いては、表彰を行うなど職員のモチベーションアップも目指
す。
　係主導にて年２回「１課１事務改善チャレンジ」の取組を実
施する。

総務財政
課

・事務改善
各課年２項
目

・職員提案
募集及び表
彰、年１回

継続 継続

２　組織・機構関係　　（１）時代に即応した総合的、機能的な組織・機構の見直し

４年度 ５年度 ６年度

2 新規
効率的・効果的な組織
機構の構築

　コロナ禍において、限られた人的資源や予算の重点的か
つ効率的な活用を図るために、行政需要に柔軟に対応した
組織機構となるよう見直しを行う。

総務財政
課

課題の洗い
出し
（事務の棚
卸し）
改善検討

条例改正
（必要な場
合）

実施
検証
課題の洗い
出し

３　定員及び給与関係　　（１）定員管理の適正化

４年度 ５年度 ６年度

3 新規
職員配置及び定員管理
の適正化

　限られた職員数で最大の行政効果を発揮し、多様化した
町民ニーズに適切に対応できるようにするため、事務の効
率化を図るとともに、職員配置や定員管理の適正化を推進
する。

総務財政
課

・事務事業
の現状調
査、適正数
の検証
・条例改正
（必要な場
合）

運用
検証
改善

運用
検証
改善

実　　施　　計　　画
番号 項　　　　目 実　　施　　概　　要区分 所管課

第９次吉富町行政改革実施計画進捗状況（令和４年度）

番号 区分 項　　　　目 実　　施　　概　　要 所管課
実　　施　　計　　画

番号 区分 項　　　　目 実　　施　　概　　要 所管課
実　　施　　計　　画

・全庁的な取組みとして令和4年度に2回「1課1事務改善チャレ
ンジ」の取組みを実施した。各課の取組みを集約して、取組み
について情報共有した。
※取組み例：業務データの管理方法についての見直し、窓口
での手続書類の様式の簡素化など
・庁舎内に設置している「アイデア箱」で、職員からの提案を収
集できるようにしている。令和4年度の投書で表彰につながるも
のはなかったが、業務意見については所管部署へフィードバッ
クした。

進捗状況

進捗状況

・令和2年度に実施した機構改革について、各職員からアン
ケートを実施し、集まった課題について状況の確認や検討を
行っている。今後機構改革についてさらに議論を深め、必要に
応じて条例改正を行う。
・令和5年度に全庁業務量調査を行うことで各課における業務
状況を把握し、効率的・効果的な組織機構の構築に活用する。

進捗状況

・欠員となった課への人事異動や会計年度任用職員の配置な
どを速やかに行っている。また、機構改革アンケートの結果を
分析するとともに、令和4年度から職員数を増加した効果を確
認するため、令和5年度において全庁業務量調査を行い、事務
事業の現状調査等を進め、業務に応じた適切な職員配置や定
員管理に活用する。
・住民票等証明書のコンビニ交付サービスやセルフ収納機の
稼働、QRコードを利用した町税納付の運用開始、マイナン
バーカードを活用した子育て・介護手続のオンライン申請を開
始した。今後は各種申請のオンライン化をさらにすすめること
で、住民サービスの向上に加え、職員の負荷軽減や事務効率
化を図る。
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４　職員の育成・確保関係　　（１）人材育成の促進

４年度 ５年度 ６年度

4 新規
多様な手段による人材
育成

　多様な研修手段をとおして様々な視点から職員のスキル
アップを図る。
従来の研修所での研修に加え、インターネット等を活用した
研修や、メンター制度の導入を検討するなど多様な手段によ
る人材育成の仕組みを構築する。

※ メンター制度…新人職員や若手職員を対象に年齢の近
い先輩職員が仕事面のみならずサポートすること。

総務財政
課

検討
試験的導入
検証

本格実施
検証
改善

継続
検証
改善

5 新規
若手職員による横断的
プロジェクトの実施

　若手職員による横断的プロジェクトを立ち上げ、イベントや
ボランティア事業などの企画運営を行う。同年代の繋がりを
深め達成体験を得るとともに、企画力、計画性などを自らの
力で養い、業務に役立てる。

未来まちづ
くり課

検討
試験的導入
検証

本格実施 継続

区分 項　　　　目 実　　施　　概　　要 所管課
実　　施　　計　　画

番号 進捗状況

・新規採用職員4名を対象として、6月からメンター制度を導入・
運用を開始したことで、新規採用職員に対する心身のサポー
ト、メンターとなる若手職員のキャリア意識の向上にも繋がっ
た。また、従来の福岡県市町村職員研修所の研修の受講に加
え、新規採用職員を対象とした町独自の研修を初めて本格的
に実施、さらに、インターネットを活用した研修、町独自研修も
実施したことで幅広い分野で職員のスキルアップを図った。

・若手職員有志によるDX推進プロジェクトチームを立上げ、提
言書を提出。住民サービスの向上及び事務効率改善に向け
て、プロジェクトチームを実務部隊として活用していく。
・昨年に続き令和5年度も家庭で使わなくなった古い鯉のぼり
を募集し、職員有志により山国川河川敷に掲揚した。町外から
の寄付も増え、徐々に山国川のシンボルとして浸透している。

今後とも、このような企画を若手職員が主体となり立案・実行
する力を身に着けるため、まずは、若手職員にはこれらの活動
に積極的に参加するよう促し、自らが企画を考案できる力を
培っていけるよう啓発を行う。アイデアは庁舎内に設置してい
る「アイデア箱」でも募集しており、未来まちづくり課で整理した
上で、若手主体で行う事業を増やしていく。
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５　行政の情報化等行政サービスの向上関係　（１）窓口等における対応の改善と行政サービスの総合化

４年度 ５年度 ６年度

6 新規
各種手続き等における
押印廃止の推進

　住民の申請手続き等の簡素化を図るとともに、電子決裁に
よる事務の効率化や将来的な電子申請等にも対応可能とな
るよう、各種申請手続きにおける書類への押印廃止を推進
する。

総務財政
課

課題抽出
廃止項目検
討

実施
検証

継続

7 新規 収納方法の拡充

　徴収事務の効率化、迅速化、納付者の利便性向上を促進
するため、セルフ収納機の設置、ＱＲコード納付の開始。こ
れら収納方法の拡充について周知を図る。

税務課
セルフ収納
機導入

ＱＲコード納
付開始

運用

５　行政の情報化等行政サービスの向上関係　（３）情報システムやネットワークの活用

４年度 ５年度 ６年度

8 新規
自治体ＤＸの推進（暮ら
しのデジタル化）

　住民サービス向上のため、国が進める方針に則り、デジタ
ル機器に不慣れな方にも配慮しながら、納税や各種手続な
どの暮らしのデジタル化を積極的に進める。また、加速する
情報化社会に対応するため、ツイッターやインスタグラムな
どのＳＮＳを活用した情報発信を継続して行う。
※ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）…住民サービスの
向上を主な目的として、デジタル技術を用いて新しい価値を
生み出したり、仕組みを変えること。

総務財政
課

取組事項の
洗い出し・
検討

導入
運用
検証
新たなシス
テム導入検
討

運用
検証
新たなシス
テム導入検
討

番号 区分 項　　　　目 実　　施　　概　　要 所管課
実　　施　　計　　画

所管課
実　　施　　計　　画

番号 区分 項　　　　目 実　　施　　概　　要 進捗状況

・総合調整会議において全庁的に議論を重ね、令和5年4月よ
り516件の事務手続の押印を廃止した。引き続き国や県の動向
を見ながら、継続的に押印の廃止と電子申請に向けた環境整
備を進める。

進捗状況

・吉富町DXの指針として、「吉富町DX推進基本方針」を策定し
た。この方針の下、各課長で組織するDX推進本部会議を立上
げ、今後の取組みについて情報共有した。
・DX推進プロジェクトチームから、令和５年度からの取組みに
ついて提言書が提出された。LINE公式アカウントの導入などを
進める。
・DXを推進するため、令和5年度より国の「デジタル田園都市
国家構想交付金」を活用する。
・令和5年1月から、軽自動車税納付確認システムの運用を開
始し、車検時の納税証明書が原則不要となった。
・令和4年度、キャッシュレス商品券「かみん・ペイ」を発行し、町
内の事業所と利用者による地域のキャッシュレス化を図った。
今後は、利用者が使いやすい決済事業所の検討や利用可能
な事業所の追加を検討し、さらなる需要拡大を図る。
・SNSを活用した情報発信について、地域おこし協力隊と連携
し、毎日実施した。

・令和5年2月からセルフ収納機の運用を開始した。
・上下水道課で対応を進めていた上下水道料金、下水道受益
者負担金についても、計画どおりセルフ収納機で収納できるよ
うになった。
・令和5年4月から、QRコード納付の運用を開始したことに伴
い、全国のQRコード対応金融機関及びクレジットカードでの納
付が可能となった。
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７　経費の節減合理化等財政の健全化関係　（１）経費全般についての節減合理化と予算の厳正な執行

４年度 ５年度 ６年度

9 継続

公共施設の管理及び事
務事業の指定管理者・
民間委託・民営化への
再検討

　公共施設の管理及びすべての事務事業について、施設の
活用方法や事業の状況を再度整理した上で、改めて民間委
託や指定管理者の導入等を検討する。

総務財政
課

・施設
指定管理等
の可能性検
討
・事業委託
可能事業の
選出（事業
の棚卸し）

・施設
個別施設指
定手続

・事業
委託実施
検証

・施設
運用開始

・事業
継続
検証

10 新規 水道施設の改良

　水道施設統廃合事業として、第２(幸子)浄水場から第３配
水池への直接送水及び第３配水池から町内全域へ配水す
るよう改良する。 上下水道

課
計画
及び着手

実施 完了

７　経費の節減合理化等財政の健全化関係　（２）税収納率の向上等自主財源の確保

４年度 ５年度 ６年度

11 継続
基金の運用方法の見直
し

　町が保有する基金について、現行の金融機関への預入に
加え、国債や地方債等の安全な資産運用を行うことで、町政
運営に必要な財源を効率的に生み出せるよう、管理及び運
用方法について見直しを行う。

検査会計
室

導入開始 運用 運用

12 新規
公共物への有料広告の
掲出

　自主財源の確保に努めるため、広告の導入が可能な公共
物を選定し、新たな広告媒体として活用する。

未来まちづ
くり課

広告施設・
方法検討

広告公募
ネーミング
ライツ検討

公募

番号 区分 項　　　　目 実　　施　　概　　要 所管課
実　　施　　計　　画

項　　　　目 実　　施　　概　　要番号 区分 所管課
実　　施　　計　　画

進捗状況

・施設管理運用等について、国の指針を元に関係課と調整会
議を行った。整備を検討している多世代交流型複合施設（仮
称）を含めた公共施設全体の今後のあり方について令和5年
度中に方向性を定め、「吉富町公共施設等総合管理計画」を
改訂する。また、指定管理者や民間委託等の導入について検
討を進めていく。

進捗状況

・令和4年度中に、国債や地方債等の債券を5億3千万円購入
した。なお、購入した債券の一部は、環境問題や社会的課題
の解決に資金が使われる「ESG（Environment Social
Governance）債券」で、資産形成を行うとともに社会貢献にもつ
ながり、投資表明をすることで、町の取組みを内外に周知する
ことができた。
令和4年度分の運用益：2,932,287円

・令和4年度に幸子浄水場送水ポンプ施設の改良工事に着
手、資材不足により令和5年度に完成予定となったが、進捗状
況としては順調である。令和5年度は送・配水管の拡張工事を
実施予定。

・山国川河川敷のかわまちづくり事業をネーミングライツとして
活用できるよう、令和7年度中の完成に向けて順調に進んでい
る。令和6年度中に公募ができるように検討を進める。
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７　経費の節減合理化等財政の健全化関係　（２）税収納率の向上等自主財源の確保

４年度 ５年度 ６年度

13

変
更
継
続

ふるさと応援寄附金の
増収

　積極的な広告、魅力的で多様な返礼品を準備することで、
ふるさと吉富応援寄付金の増収を図る。
あわせて、町の取り組みに賛同していただける企業に対して
企業版ふるさと納税の営業を進める。

未来まちづ
くり課 4000万円 5000万円 6000万円

14 継続
未利用町有地の有効活
用及び処分

　未利用の町有地について、都市計画に基づき売却・貸付
など具体的な活用方針を定める。売却すべき土地について
はインターネットオークションなど多様な視点から検討し、費
用対効果の大きな手法を選択する。

建設課
新たな売却
方法の検討
売却実施

売却実施
貸付地の検
証

売却・貸付
実施

15 新規
産業振興における官民
連携の強化

　税収やふるさと納税の増収につなげるため、官民連携の
強化による産業振興を図る。
・農水産物の産地化、６次産業化による農業者の所得向上
に取り組む。
・農商工連携による地域産業の活性化を図る。
・ふるさと納税の返礼品登録を行い、税収の増加を図る。 地域振興

課

5事業所
(連携事業
所数)

10事業所
(連携事業
所数)

15事業所
(連携事業
所数)

・令和3年より始めたさつまいもの産地づくりでは、生産者が4
名から9名、生産量が1.5tから約20tと大幅に増加しており、町
内での普及、推進が図られた。また農業者と町内外の事業所
が連携し、新たな商品開発に取り組むなど農商工連携が図ら
れている。
・漁業特産品については、甲イカ、ベタ、あさりのパッケージ支
援を行い、今後新たなふるさと納税の返礼品に登録していく。

・直江地区町有地の売却事業のために、「吉富町町有地公募
方式売却事業実施要領」を策定し、町にとって価格だけではな
く総合的に最適な提案をした事業者に売却するプロポーザル
方式で取組んだが、条件面で折り合いがつかず売却希望者が
いなかった。今後は引き続き直江に加えて、玄光院地区につ
いて売却を目指す。

・令和4年4月から、さとふるで返礼品を登録すると自動的に楽
天、チョイスでも登録できるようにし、事業者の登録手続の負
担軽減にも繋がった。また、令和5年7月からは新規ポータルサ
イト「ふるなび」を開設し、寄附の受け口を増やし、寄附額増加
を目指す。
企業版ふるさと納税では、西日本シティ銀行が令和5年6月か
ら開始する企業版ふるさと納税のポータルサイトを開設し、寄
附のきっかけを創出する。
令和元年度：2,662,000円
令和2年度：19,236,000円
令和3年度：21,047,000円
令和4年度：38,873,000円
【企業版ふるさと納税】
令和4年度：8件　26,478,000円
令和4年度寄附合計：65,351,000円

進捗状況番号 区分 項　　　　目 実　　施　　概　　要 所管課
実　　施　　計　　画
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８　会館等公共施設関係　（１）既存施設の有効活用

４年度 ５年度 ６年度

16 新規
各公共施設の稼働率の
向上及び有効活用

　町内に存在する各種公共施設について、その目的にふさ
わしい内容で活発な利用がなされるよう、企画、広報、事業
展開を絶えず行うとともに、施設の利用申請がしやすい環境
づくりを行う。

総務財政
課

・注力箇所
の選出及び
具体施策検
討
・施設活用
のためＰＲ
実施

活用施策の
実施

指定管理者
等と連携し
た活用展開

番号 区分 項　　　　目 実　　施　　概　　要 所管課
実　　施　　計　　画

進捗状況

・利用しやすい環境づくりのため、公共施設の予約の電子申請
化を検討しており、国の交付金を活用して、令和5年度に導入
できるよう進める。
・漁業者が年々減少していることで利用機会が減少している吉
富漁港を有効活用するため、水産物をメインとしたマルシェを
12月に開催した。またイベントの継続性を図るため、漁協を主
体とした仕組みづくりに取り組んでいる。
・企業版ふるさと納税によるデジタル環境整備事業として
フォーユー会館に高性能パソコン3台を導入し、試行的な事業
として児童による情報収集や資料作成、外部講師とのオンライ
ンワークショップ等に使用したほか、町スポーツ協会専門部に
よるｅスポーツ体験会を実施した。また、調理室を活用したプロ
の料理人によるＬＩＶＥキッチンを配信したほか、専門家による
画像編集講座を実施し、デジタル人材育成事業を実施した。文
化施設として、従来の文化活動を支援しつつ、デジタル機器を
活用した講座等の新設やデジタルコンテンツの配信など、生涯
学習のデジタル化につなげていきたい。
・新たに「多世代交流型複合施設（仮称）整備事業」でフォー
ユー会館、児童館やひだまりと相互に補完し合い、世代を超え
た多様な交流を支援する施設の整備を検討している。

6
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１２　その他の関係（行政改革大綱に掲げる主要事項以外の事項）

４年度 ５年度 ６年度

17 新規
住民と行政の協働によ
るまちづくりの推進

まちづくりへの住民参画・協働を推進するため、まちづくりの
パートナーである町民や団体等の活動支援や交流機会の
創出を行うとともに、地域の個性や資源を活かし、住民が主
体的な関わりを持ってもらうことで郷土愛を深め、魅力ある
まちづくりを進める。
「アダプトプログラム」などの実施も検討する。
※アダプト・プログラム (英語：Adopt program) は、市民と行政が協働で
進める清掃活動をベースとしたまち美化プログラム。アダプト (Adopt) と
は英語で「○○を養子にする」の意味。一定区画の公共の場所を養子に
みたて、市民がわが子のように愛情をもって面倒をみ（清掃美化を行
い）、行政がこれを支援する制度。一部地域ではアドプト・プログラムと表
記している。出典: 『ウィキペディア』

未来まちづ
くり課

アダプト・プ
ログラム登
録数
１０

アダプト・プ
ログラム登
録数
１６

アダプト・プ
ログラム登
録数
１８

18 新規
地球温暖化対策の実行
及び省エネ化の推進

　各種施設等において、省エネ化を推進し、経費削減に努め
るとともに、廃棄物の減量化、省資源化などにも取り組むこ
とで、温室効果ガス排出削減目標の達成を目指し、持続可
能なまちづくりを進める。

※ 令和３年度末数値見込
621,058 kg-CO2

住民課
609,993 kg-
CO2

584,013kg-
CO2

558,033kg-
CO2

番号 区分 項　　　　目 実　　施　　概　　要 所管課
実　　施　　計　　画

・80周年記念式典の表彰の際に町内で活動しているボランティ
ア団体を調査し、これまで把握していなかった団体も含め、あ
らゆる分野で活躍されている団体を表彰した。現時点は、「ア
ダプト・プログラム」の登録数は0件であるが、これらの団体に
「アダプト・プログラム」に登録していただくよう理解活動を実施
し、継続的な活動を促していく。そのために令和5年度に要綱を
作成し、より具体的な補助制度を確立し、対応していく。令和4
年度の取組みとしては、要綱作成のために「アダプト・プログラ
ム」の制度について調査・検討をした。
・10月開催のサスティナブル・ファッションショーでは、書道家の
原愛梨さんが小学校6年生の考えた文字を使って作品を作り、
ウェルカムボードとして展示し、人気モデルが出演するステー
ジに小学生やよしとみレディースも参加し、大いに盛り上がっ
た。また、同時開催のマルシェでは地域の交流機会の創出が
図られた。
・11月にはNHK作成の町民オーデション番組に町で活躍されて
いる吉富レディースにも出演してもらい活動内容をPR出来た。
・2月に坂井シェフを迎え、食進会と一緒に町の特産品を活かし
たレシピを考察、料理風景をオンラインで配信するなど、交流
内容を紹介した。

・令和4年度上半期のCO2排出量の集計は303,217kg-CO2で
あった。第三次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の進
捗確認を通じ、電気、燃料、事務用品の使用削減等について
職員一人ひとりの環境配慮意識の向上を図っている。
・令和5年度には、北九州市との共同申請である脱炭素先行地
域において、高圧電力を使用する公共施設などへの太陽光発
電の導入、第三者所有方式によるフォーユー会館研修棟の空
調の更新及び各施設のLED化や省エネ設備の導入について
検討を行う。
・よしとみ「エコまち」プロジェクト奨励金の活用により、地球温
暖化の防止に寄与する機器等の設置・購入費を補助した。

進捗状況
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